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Ｈ２８ものづくり公募計画書の記載について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 受付番号 

事務局使用欄のため空白のまま。 

■ 提出年月日 

提出される年月日を記載。 

■ 応募者住所 

郵便番号、住所を記載。 

※郵便番号のみで、住所を記載忘れされるケースがあります。 

 必ず、住所を記載してください。 

補助事業の実施場所が本社所在地と異なる場合は、「本社所在地」と

「実施場所」を２段書きにて記載してください。 

■ 名称、代表者役職・氏名 

申請者の名称（企業名）、代表者役職、代表者名を記載して、代表印を

押印してください。 

※サンプルは「ものづくり技術」の様式ですが、「革新的サービス」も同様です 

◎公募要領のＰ１８～２３の「１０．申請書記入にかかる留意点」も必ず

確認して記入してください。 

◎実際の様式の各欄に記載されている注意書きもよくご確認の上ご記

入ください。 

以下は、記載ミスの多い点など、注意点を記載しています。 

 

◎提出する書類・添付書類等に関しては、公募要領のＰ２４～２５の「表

１：提出書類」及び「提出書類チェックシート」をご確認ください。 
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■ （１）応募者の概要等 

 法人番号、代表者役職、住所の記載モレにご注意ください。 

 事業実施場所が本社住所と異なる場合は、実施場所の住所、名称を

必ず記載してください。 

■ 法人番号 

法人の場合は、法人番号を記入。法人番号は１３ケタです。 

こちらで検索もできます→ http://www.houjin-bangou.nta.go.jp/ 

■ 株主等一覧表 

（平成  年  月  日現在）の記入漏れにご注意ください。 

■ 役員一覧 

役員一覧を別紙にて、添付された場合は、役員一覧のデータも併せて

ＣＤ－Ｒ等に格納してください。 

■ 受付番号 

平成２４年度補正～平成２７年度補正のものづくり補助金に採択され

た事業者は、該当の年度の欄に受付番号を記入。 

■ 創業・設立日 

創業または設立日を、年月日まで記入（年・月のみ不可）。 

■ 経営状況表 

直近２期の「平成 年 月～平成  年 月」の記入漏れにご注意く

ださい。 

単位は百万円です（単位の変更はできません）。 

■ 主たる業種 

公募要領Ｐ４３～４４の一覧から該当の業種を記入。 
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■ １．事業計画名、２．事業計画の概要 

計画名（３０字程度）、計画の概要（１００字程度）を記入 

■ ３．対象類型、４．事業類型 

該当の個所にチェックをしてください。 

チェック漏れは審査対象外となりますのでご注意ください。 

■ ５．事業の具体的な内容 

枠を広げて記載してください。複数ページになっても構いません。 

■ 本事業で取り組む対象分野となる業種 

本事業で取り組む業種を、公募要領Ｐ４３～４４の一覧から該当の業

種を記入。 
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■ これまでの補助金、委託費の交付の実績 

 過去にものづくり補助金を受けた場合は必ず記載してください。 

 その他に、過去５年以内の補助金・委託費の交付を受けた事業は必

ず記載してください。また、現在実施中、現在申請中、今後申請予

定の事業も記載してください。 

 複数ある場合は、この枠を複製して記載してください。 

■ 経費明細表 

 該当の費目について、事業に要する経費（税込み）、補助対象経費

（税抜き）、補助金交付申請額の３カ所には金額を記載してくださ

い。（「経費区分」の横の欄が全て埋まります） 

 積算基礎欄を必ず記載してください。（６ページの記載例参照） 

 費目がひとつであっても、合計欄も記載してください。 

■ 金額欄 

購入する物件が２つ以上ある場合、金額欄（３カ所）は、その合計額

で記載してください。（内訳は積算基礎欄に記入します） 

jib 
■ 補助金交付申請額 

該当費目それぞれの補助対象経費(B)の３分の２以内の金額で、以下を

注意してください。 

 小数点以下は必ず「切り捨て」で記入。四捨五入、切り上げ不可。 

 合計欄は、それぞれの類型の補助金上限額以内の金額です。 

■ 積算基礎（機械装置の場合 他の費目も同様） 

 購入する機械装置の名称（品名）、型式等と、単価、数量、金額

（税込み）を記載。（名称のみ、金額のみは不可） 

 購入物が２つ以上ある場合は、それぞれについて記載。 

 

前ページにて 

■ 資金調達内訳＜事業全体に要する経費調達一覧＞ 

 事業に要する経費の合計額は、経費明細表の事業に要する経費（税

込み）の合計額と一致します。 

 補助金交付申請額も、経費明細表の補助金交付申請額の合計額と同

額です。 

■ 資金調達内訳＜補助金を受けるまでの資金＞ 

 補助金を受けるまでの資金の合計額は、左表の補助金交付申請額と

同額です。 
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■ １．賃上げ等の実施状況について 

 該当があればチェックをし、具体的な取り組み内容の概略を下段に

記入。 

 該当の内容に関した添付書類の提出が必要です。 

■ ３．経営革新計画について 

 経営革新計画の承認を受けている、または申請中の場合は、チェッ

クしてください。 

 該当する場合は、添付書類の提出が必要です。 

承認書及び計画書の写し。 

申請中の場合は申請書及び計画書の写し。 

■ ４．経営力向上計画について 

 経営力向上計画の認定を受けている、または認定を受ける予定であ

る場合は、該当の箇所にチェックしてください。 

 該当する場合は、添付書類の提出が必要です。 

認定書及び計画書の写し。 

申請中の場合は申請書及び計画書の写し。 
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■ ＣＤ－Ｒに格納するデータについて 

 様式１、２は、Ｗｏｒｄまたは一太郎の文書ファイルです。 

（押印は必要ありません） 

 該当の場合は様式３のＷｏｒｄまたは一太郎の文書ファイルも格納

が必要です。 

 認定支援機関確認書は、押印（支援機関代表印、担当者印）された

ものを、スキャナで取り込んだＰＤＦファイルを格納。 

 計画内容等を別紙にされる場合や、本文中に「別紙参照」などと別

紙を付けられる場合は、その別紙のデータも必ずＣＤ－Ｒ等に格納

してください。 

経費明細表記載例 

■ 認定支援機関名称等 

 認定支援機関の住所、名称、代表者名の記載と、代表印の押印が必

要です。 

■ 認定支援機関担当者名 

 認定支援機関の担当者の名前を記載。 

 担当者の印の押印忘れに注意してください。 

■ 補助金交付申請額 

 9,333,333 円を 9,333,000 円と、任意の桁で金額を丸

めるのは可（任意）ですが、採択された場合、その金

額が補助金上限額となります。 

■ 経費明細表 

 積算基礎欄に、発注する内容、単価、金額（税込み）

を個別に記入。 

 他の金額欄は、合計額のみ記入します。 


